
２０２３年度事業計画書 

１．活動の方針 

日本の社会・経済状況は、新型コロナウイルス感染症の影響が依然として継続してお

り、鉄道事業についても徐々に状況は改善しつつあるものの、テレワークの普及などの社

会一般の行動変容が定着しつつあり、当面の間、輸送需要は従前には戻らないことが予想

される。さらに２０２２年３月の福島県沖の地震や８月の大雨など、大規模な自然災害は

引き続き頻発かつ激甚化している。加えて、２０２２年４月より改正地球温暖化対策推進

法が施行され、鉄道事業者は脱炭素化への具体的な取組が求められる一方で、資源・エネ

ルギーの国際サプライチェーンの混乱や再生可能エネルギーへの国際的な需要の高まりな

どによるエネルギー価格の高騰は、鉄道事業への中長期的なリスクとして顕在化しつつある。 

こうした状況の下、鉄道事業においては、自然災害に対する強靭化を始めとする安全

性の向上を最優先の課題としつつ、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）による業

務の無人化、省人化、省力化などによる鉄道の生産性向上に加え、鉄道の脱炭素化に向け

た再生可能エネルギーの活用と省エネルギー化の両立が求められている。鉄道総研は、こ

れらの課題解決に寄与するために、関連する研究開発活動を加速させる。 

２０２３年度は、基本計画 ＲＥＳＥＡＲＣＨ 2025（以下、基本計画）の４年目であり、目

標の達成に向けて、基本計画の活動の基本方針に則り、研究開発を始めとする各事業を推

進する。 

研究開発事業については、安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化や、デジタル

技術による鉄道システムの革新に資する研究開発にリソースを増強して取り組むとともに、

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化に資する研究開発を重点

的に実施し、ＪＲ各社を始めとする鉄道事業者の負託に応える。特にＤＸによる鉄道メン

テナンスの革新に向けて、メンテナンスデータの系統間及び組織間のシェアリングを実現

するための枠組み作りを、鉄道事業者と連携して進める。 

具体的には、安全性を向上しつつダウンタイムを短縮できる防災情報プラットフォー

ムの構築や降雨で被災した盛土の状態評価法の開発など自然災害に対する鉄道の強靱化に

資する研究開発を重点的に実施するとともに、デジタル技術を活用した列車運行の自律化

やデジタルメンテナンスを実現する統合分析プラットフォームの構築などによる、業務の

省人化、省力化に向けた研究開発を分野横断的に進める。また、電気鉄道における再生可

能エネルギーの有効活用に向けた、外部電力系統と鉄道き電系統の協調制御技術や、沿線

環境に適合した新幹線の高速化に資する研究開発を推進する。 

試験設備については、新規の大型試験設備の取得は見送ることとし、当面の研究開発

に必要不可欠な既存の試験設備の更新を優先的に実施する。 

診断指導事業については災害、事故及び設備故障などの被害や原因の調査、復旧・再

発防止策の提案などに対して迅速かつ分野横断的に対応する。 

国際規格事業については、国際会議へのウェブでの参加を引き続き活用する一方で、

対面での参加も有効に活用して事業活動の推進を図る。また、国際規格審議における日本

のプレゼンス向上に向けてＩＳＯ／ＴＣ２６９及び関連ＳＣの総会を６月に東京で開催する。 



運営については、公益財団法人として法令及び定款を遵守し、鉄道総研の運営を遺漏

なく進める。新型コロナウイルス感染症拡大防止については、必要な対策を実施する。ま

た、コンプライアンス意識の更なる向上に向けて組織をあげて強力に取り組むとともに、

研究開発情報などの管理を引き続き厳格に行う。さらに、今後の各種システムのクラウド

化に備えて、鉄道総研ネットワークにおける情報セキュリティの更なる強化を図る。 

人材については、中長期的に重点を置く技術分野及び技術断層の防止のための優秀な

人材を確保するとともに、各種研修や人事交流を通じて育成を行う。また、日本の鉄道技

術の国際的なプレゼンス向上に寄与できる人材を育成するため、新型コロナウイルス感染

症で中止していた海外の大学や研究機関などとの人事交流を厳選して再開する。 

在宅勤務の継続により希薄となった職員同士の交流や、若手職員のメンタルヘルスに

留意しつつ、様々なコミュニケーションツールやメンター制度などを活用して、自由闊達

な議論ができる風通しのよい風土の醸成に努める。 

資金収支は、負担金収入が前年度より多い１１５.０億円を見込むが、収入の厳しい状

況は継続している。経費節減に努めるものの物価上昇などを考慮しつつ、必要な試験設備

への設備投資など、各事業を推進していくためには、資金が１４.７億円不足する見込み

である。このため、２０２２年度に見込まれる収入と支出の差額である１１.３億円につ

いては、国立研究所研究棟等建替積立資産への繰入れは行わず、２０２３年度の収入に繰

り入れる。さらに国立研究所研究棟等建替積立資産からその一部である３.４億円を限度

として取り崩して補うことにより、事業運営を遺漏なく行う。 

２．事業活動 

２．１ 公益目的事業 

２．１．１ 研究開発事業 

基本計画の４年目に当たり、目標の達成に向けて、基本計画に掲げた研究開発に関す

る基本方針に則り、安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化、デジタル技術による鉄

道システムの革新及び２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化な

どに資する研究開発を、新たな研究部、研究室体制の特徴を活かしつつ、スピードアップ

して強力に推進し、成果を公表する。 

① 安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化 

頻発かつ激甚化する自然災害に対する鉄道の強靭化や、事故、故障の予兆を捉え、未

然に防止する方策など、鉄道の更なる安全・安定輸送に資する研究開発を重点的に実

施する。 

② デジタル技術による鉄道システムの革新 

ＤＸによる業務の無人化、省人化、省力化など鉄道の生産性の抜本的な向上に資する

研究開発成果を早期に鉄道事業者へ提供するため、２０２２年４月に新設した情報通

信技術研究部を核として、分野を横断した連携を加速して強力に推進する。特にＤＸ

による鉄道メンテナンスの革新に向けては、メンテナンスデータの系統間及び組織間

のシェアリングを実現するための枠組み作りを、鉄道事業者と連携して進める。 



③ ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化 

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、鉄道におけるＣＯ２排出量削減技

術や省エネルギー技術など脱炭素化に資する研究開発、及び鉄道へのモーダルシフト

を促す更なる利便性向上など、社会のニーズに応える新たな課題を設定し、高い目標

を持って研究開発に取り組む。 

④ 総合力を発揮した高い品質の成果の創出 

鉄道の将来に向けた研究開発、鉄道事業に即効性のある実用的な技術開発及び鉄道固

有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎研究を、分野横断的に推進する。

特にＪＲ各社からの指定を受けた実用的な技術開発については、成果の実用化までの

期間短縮に努めるとともに、技術の共通化などによって導入コストの削減を目指すな

ど、各社のニーズに応える成果を早期に提供する。また、先進性・独創性に優れ、実

用化した場合の鉄道事業へのインパクトが大きいチャレンジングテーマや若手テーマ

を積極的に設定する。 

研究開発テーマの設定に当たっては、鉄道事業者のニーズを十分に把握し、鉄道総研

の強みである広範な研究領域をカバーするとともに、鉄道の脱炭素化に資する研究開発

テーマやチャレンジングテーマ、若手テーマなどを積極的に設定する。これを踏まえて、

２０２３年度の研究開発テーマ件数は年度初において２４７件を設定する。鉄道の将来に

向けた研究開発として２６件（うち、新規１３件）、実用的な技術開発として９９件（う

ち、新規２８件）、鉄道の基礎研究として１２２件（うち、新規４７件）を設定する。 

研究開発テーマの実施に当たっては、実施内容の重要性・緊急性を精査し、経費節減

に努める。一方で、安全性の向上やＤＸによる業務の生産性の向上、鉄道の脱炭素化に資

する研究開発及びＪＲ各社の指定による技術開発など、鉄道事業者のニーズが高いテーマ、

２０２３年度終了予定のテーマについては、経費を重点的に配分するなど、メリハリをつ

けて取り組む。特に、ＪＲ各社からの指定を受けた実用的な技術開発については、指定元

との連携を密にし、ニーズに応える成果を早期に提供する。 
以上により、研究開発テーマ件数は２０２２年度より減少するものの、研究開発費につ

いては、ＪＲ各社を始めとする鉄道事業者の負託に応えるとともに、諸物価高騰にも対応

するために最大限確保することとし、２０２２年度からの繰越金０.７億円を含め、負担金

充当分は対前年度比４.１億円増の３１.７億円、これに国庫補助金１.３億円（政府予算案）

を加えて、合計で３３.１億円とする。 

研究開発を効率的に進めるため、大学や他研究機関との連携を強化する。特に、デジタ

ル技術に関しては、先端的な知識やノウハウを蓄積するとともに、外部の専門的なリソー

スを積極的に活用する。また、脱炭素化については、関係する法令などへの対応を、国・

鉄道事業者などと連携して進める。 

研究開発の柱ごとの進め方と主なテーマ例は以下のとおり。また、研究開発計画の詳

細は別紙１のとおり。 

 

 

 



（１）鉄道の将来に向けた研究開発 

おおむね１０数年先の実用化を念頭に置き、鉄道事業者のニーズや社会動向の変化に

応える課題で、鉄道総研の研究開発能力や特長ある設備などを活かせる課題、総合力を発

揮できる課題を「鉄道の将来に向けた研究開発」として実施する。２０２３年度は、基本

計画の４年目として、次に示す６件の大課題において２６件のテーマを実施する。特に、

激甚化する気象災害に対する強靭化、デジタル技術による鉄道システムの革新、鉄道の脱

炭素化に資するテーマ、ＪＲ各社からの要請の高いテーマなどを優先的に実施する。 

○ 激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化 

○ 列車運行の自律化 

○ デジタルメンテナンスによる省力化 

○ 電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化 

○ 沿線環境に適合する新幹線の高速化 

○ シミュレーション技術の高度化 

 

各大課題において、２０２３年度に実施する主な内容は次のとおり。 

「激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化」では、強風・強雨時の安全性を向上し

つつダウンタイムを短縮するために、高精度な防災情報プラットフォームを構築するとと

もに、強風災害に関しては、既開発の面的な最大瞬間風速の評価手法と部外の平均風速の

予測情報を組み合わせて、最大２４時間先までの最大瞬間風速の面的な分布を予測し、運

転中止の事前判断を支援する手法を提案する。強雨災害に関しては、既開発の降雨時の斜

面安定性解析手法をモデル線区に適用して、解析結果を実際の運転規制事例と照合し、運

転規制の解除を判断する方法を提案する。 

「列車運行の自律化」では、列車運行の省人化・省力化・低コスト化を実現するため

に、車上で有するダイヤ情報に基づき、列車自ら走行進路を設定して、転てつ機や踏切な

どの地上設備を車上から直接制御する手法、列車前方のカメラ画像による線路内、沿線の

状態情報を車上で集約し、車上で運行可否判断を行う手法、及び踏切鳴動時間の短縮と列

車遅延の抑制を両立させる運行管理手法を開発し、これらの手法を連携させたシミュレー

ションにより、列車が自律的かつ安全に走行できることを確認する。 

「デジタルメンテナンスによる省力化」では、構築した所内試験線用の統合分析プ

ラットフォームを用いて、複数の車上パンタグラフと変電所の両者のリアルタイム電流

データを用いた地絡検知技術の開発に取り組む。また、列車前方及びパンタグラフ周辺の

画像の機械学習により、画像から飛来物などの異常を検知する手法を開発し、所内試験線

において精度確認を行う。 

「電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化」では、外部の再生可能エネル

ギーと余剰回生電力の更なる有効活用及び列車運行の省エネ化によって鉄道の脱炭素化を

推進するために、外部の電力系統と鉄道のき電系統を協調して制御するアルゴリズムを開

発し、シミュレータに実装してモデルケースにおける適用効果を試算する。また、旅客の

利便性にも配慮しつつ、駅間ごとの走行時分を調整して力行電力量の削減と回生電力の列



車間での融通を可能とする、エネルギー消費量の少ない列車ダイヤの作成アルゴリズムを

構築する。 

「沿線環境に適合する新幹線の高速化」では、新幹線速度向上時の沿線環境負荷の低

減のために、大型低騒音風洞、低騒音列車模型走行試験装置、高速パンタグラフ試験装置

を活用して、台車部空力音・圧力変動の低減技術、パンタグラフの揚力安定化と空力音低

減を両立させるための技術、及びトンネル微気圧波の低コストな低減技術を構築する。ま

た、積雪地帯を走行する新幹線の安全・安定輸送のために、空気流による台車部への着雪

抑制技術について現車試験によりその効果を確認するとともに、着落雪リスク評価手法の

精度向上・機能拡張を図る。 

「シミュレーション技術の高度化」では、これまでに開発したバーチャル鉄道試験線

を研究開発に活用するために、解析する対象物や現象に応じて、実線区の保守用データな

どから線路線形や構造物の形状などの必要な情報を抽出・モデル化してバーチャル鉄道試

験線に組み込む手法を構築する。また、離線アークシミュレータについては、実験結果と

の比較による妥当性検証と改良を進めるとともに、架線・パンタグラフ３次元運動シミュ

レーションとの連成を図る。 

 

（２）実用的な技術開発 

鉄道事業者のニーズが高く実用化時の波及効果が高いと考えられる技術開発にリソー

スを重点的に投入する。特にＪＲ各社からの指定を受けたテーマについては、指定元との

連携を密にし、ニーズに応える成果を早期に提供する。また、鉄道総研が自主的に行う実

用的な技術開発については、目的、目標が明確であり、これまでに得られた成果の完成度

を高めることで実用化が見込まれ、鉄道事業者のニーズに応えられるテーマを設定する。

ＪＲ各社の指定による技術開発６０件を含む９９件のテーマを実施する。 

具体的には、「バラスト軌道の横方向の強度・安全性評価手法の開発」「地上側および

車両側対策による横風下空気力低減手法」「早期運転再開判断に向けたＤＡＳによる沿線

地震動把握」「車両床下外観自動検査システム」「ガイド波を用いたレール頭部横裂検査シ

ステムの開発」「公衆通信回線利用の統合型列車制御システムの開発」「バラスト軌道の軌

道内蒸気除草手法」「超電導き電システムの実証技術の構築」などを行う。 

 

（３）鉄道の基礎研究 

鉄道固有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎的な研究開発に積極的に

取り組む。特に、先進性・独創性が高く、鉄道事業へのインパクトが大きいチャレンジン

グな基礎研究を推進する。鉄道の基礎研究として、１２２件のテーマを実施する。 

 具体的には、「転てつ付属装置の応力解析手法」「運転台の衝突安全性評価手法」「連結

器力を考慮した車両入換のためのブレーキ制御シミュレーション手法」「ＦＥＭ－骨組ハ

イブリッド解析による中層梁が損傷したＲＣ高架橋の挙動評価手法の構築」「汎用機器で

の保安処理の安全性・セキュリティ確保手法」「状態監視データを活用した信号設備の故

障要因探索手法」「車上からの３次元線路空間データの構築手法」「電気式気動車用ＰＷＭ

コンバータレス発電システム」「鉄道用材料の循環利用技術」「新幹線パンタグラフの舟体



形状が揚力特性に及ぼす影響評価」などに取り組む。 

 

（４）試験研究設備 

１）大型試験設備 

基本計画で新設を計画している地盤遠心載荷試験装置及び高速移動載荷試験装置につ

いては、新型コロナウイルス感染症の影響などにより収入が厳しい状況であることから、

２０２３年度は着手しない。地盤遠心載荷試験装置については、装置の規模を縮小するな

ど仕様変更による経費節減を検討したが、仕様変更した装置では所期の成果が得られる見

込みがないため、仕様の変更は行わず、資金の目途がつくまで新設を見送り、基本計画中

は着手しない。なお、新設までの間は、シミュレーションや部外の試験装置の活用などで

対応する。高速移動載荷試験装置については、必要な機能に限定した要素試験装置を複数

用意し、シミュレーションと連携したデジタルツインを構成することにより、現在の計画

と同等の精度で再現できると考えられるので、仕様変更して規模や経費を縮小し、次期基

本計画において新設を検討することとし、基本計画中は着手しない。 

２）試験設備 

研究開発事業を安定的かつ継続的に推進するために、研究開発成果の創出や安全上の

リスクなどが強く懸念される既存の試験設備の整備を優先して実施する。具体的には、車

両試験装置や大型振動試験装置などの大型試験装置の予防保全、及び鉄道の脱炭素化に資

する研究開発で使用するバッテリー駆動車両の車載電池システムの更新などを実施し、 

１２.５億円を支出する。 

 

２．１．２ 調査事業 

社会・経済・技術の中長期的な動向、特に国内外における脱炭素化や循環経済（サー

キュラーエコノミー）の動向など、鉄道の持続的発展に資する情報の収集及び分析を行い、

その成果を研究開発に反映させるとともに、ＲＲＲなどで公表する。実施に当たっては、

外部能力の活用を抑えて職員が直轄で行うなど、経費節減に努める。 

 

２．１．３ 技術基準事業 

社会インフラの維持管理の重要性が増している中で労働力が減少していることを見据

えて、施工や維持管理の効率化などの観点を反映した基礎構造物設計標準、土構造物設計

標準の改訂原案の作成、トンネルの維持管理に関する調査研究を実施する。また、今後の

耐震標準の改訂に備えて、最近の地震被害や最新の知見を踏まえた合理的な耐震技術に関

する調査を実施する。さらに、これらに関連するマニュアルなどの支援ツールの整備を行う。 

 

２．１．４ 情報サービス事業 

国内外の鉄道技術情報を収集・蓄積するとともに、マスメディアやインターネットな

ど多様な媒体を活用し、鉄道総研の研究開発成果や活動状況を社会に対して適時・的確に

配信する。また、「鉄道地震被害推定情報配信システム（ＤＩＳＥＲ）」を活用して地震発

生時に早期復旧などに資する情報配信を行う。 

 



２．１．５ 出版講習事業 

定期刊行物のうち鉄道総研報告、ＱＲ、Ａｓｃｅｎｔについては、引き続きウェブ上

での電子書籍として発行する。ＲＲＲは冊子としての発行を継続し、新たに海外の鉄道技

術情報を厳選して紹介する連載記事を開始する。なお、これにより、電子書籍のＷＲＴ

（海外鉄道技術情報）は発行を終了する。 

鉄道総研講演会及び月例発表会については、対面方式を基本として開催するとともに、

ウェブを活用した動画公開やライブ配信を併用して遠方の聴講者の利便性を確保する。鉄

道技術講座については、引き続き需要の高い基礎・概論・入門となる講座を厳選して、

ウェブを活用して実施する。 

 

２．１．６ 診断指導事業 

技術分野全般にわたり鉄道事業者からの要請にきめ細かく対応するとともに、研究開

発成果の導入支援なども積極的に行う。災害、事故及び設備故障などの技術支援について

は、被害や原因調査、復旧方法や再発防止策の提案などを迅速に行う。特に、激甚化する

自然災害については、分野横断的に対応する。 

 

２．１．７ 国際規格事業 

新型コロナウイルス感染症対策と社会活動の両立が進められたことで、ウェブ会議で

の参加を引き続き活用しつつ、対面での参加を有効に活用して事業活動の推進を図る。 

ＩＳＯ（国際標準化機構）及びＩＥＣ（国際電気標準会議）の国内審議団体として、

「車両用空調システム」「運転時分計算」などの日本から提案した規格や日本が主導する

規格の審議を促進する。また、「電力ＳＣＡＤＡ」などの国際規格の新規提案に向けた準

備を継続して進める。さらに、「車両衝突耐性」「鉄道車両用燃料電池」「サイバーセキュ

リティ」など他国提案の規格に対して日本の設計思想や技術を盛り込むように努める。 

ＩＳＯ／ＴＣ２６９（鉄道分野専門委員会）の議長国及びＩＳＯ／ＴＣ２６９／ＳＣ３

（オペレーションとサービス分科委員会）の幹事国として、それぞれの組織での円滑な運

営に努めるとともに、日本のプレゼンスを向上するためにＩＳＯ／ＴＣ２６９及び関連 

ＳＣの総会を６月に東京で開催する。 

ＵＩＣ（国際鉄道連合）などの鉄道関連団体が進める標準化活動の動向については、

個別のＩＲＳ（International Railway Solutions）の原案に対し日本の技術を盛り込む

ために審議へ積極的に関与する。 

 

２．１．８ 資格認定事業 

新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、鉄道設計技士試験を１０月に東京及び

大阪で実施する。 

 

２．１．９ 鉄道技術推進センター 

中長期の鉄道技術推進センターの事業活動の方向をまとめた将来ビジョン懇談会の提言

及び鉄軌道事業者などのニーズを踏まえ、技術基準事業のほか、診断指導、調査、研究開

発などの事業を推進する。 



地域鉄道への技術支援や技術基準類の整備などにおいて特に取り組むべき事業内容が

増加していることに対応する。一方で、最近では新型コロナウイルス感染症対策と社会経

済活動の両立が進められたことで鉄道の輸送需要の回復が見られる状況となっているもの

の、鉄軌道事業者は依然として厳しい経営状況にあることから、事業内容を厳選して各事

業を実施する。これらの状況を踏まえて、会費及び負担金充当額を減額する。 

診断指導では、国及び関係機関との連携を一層強化し、災害の対策及び復旧などに係

る技術支援を地域鉄道に対し積極的に展開する。研究開発では、閑散線区に適した軌道保

守方式に関する調査研究などを実施する。 

鉄道技術推進センターの事業計画の詳細は別紙２のとおり。 

 

２．１．１０ 鉄道国際規格センター 

日本の鉄道技術の維持・活性化とその海外展開に向けて、国、鉄道事業者、鉄道関連

企業などと緊密に連携を図りながら、国際標準化活動を担う中核的な機関としての役割を

果たす。 

鉄道技術標準化調査検討会を中心とする各種の検討会においては、国内の技術・ノウ

ハウの明文化や体系化、認証体制の在り方の検討など解決すべき課題について、個々の国

際規格開発の進捗を十分に把握しながら取り組む。あわせて、日本の鉄道技術の体系化に

基づく知見や鉄道総研の研究開発成果から創出される新規技術の国際展開を図るための取

組を進める。また、欧州やアジア諸国などの標準化活動を行う組織との連携を維持・強化

する。このほか、研究部などとの間で研究開発成果の国際規格化に関する意見交換を進め、

規格提案に向けた具体的なサポートを行う。さらに、国際標準化活動を広く推進するため

にセミナーや所内研修を継続して実施するとともに、国際標準化活動をリードする人材を

育成するために国際規格に関わる職員を対象としたＯＪＴやグループワークを継続して実

施する。 

２０２２年度からの繰越しと２０２３年度の執行見込みを踏まえ、会費及び負担金充

当額を減額する。 

鉄道国際規格センターの事業計画の詳細は別紙３のとおり。 

 

２．１．１１ 国際活動 

新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの、鉄道総研の国際プレゼンス向上や共

同研究推進のため、海外との人的往来とウェブ会議などを併用して、各機関との交流を進

める。 

２０２５年に米国で開催予定の第１４回世界鉄道研究会議（ＷＣＲＲ２０２５）の準

備を、主催者であるＭｘＶ Ｒａｉｌ社と協力して進める。バーミンガム大学との横風に

対する鉄道の安全性向上に関する共同研究など、海外の鉄道事業者及び研究機関との共同

研究を進める。 

国内の鉄道事業者及び関連団体と連携して、インド高速鉄道建設への技術支援などを

進め、日本の鉄道技術の海外展開に貢献する。 

海外の有力鉄道雑誌への寄稿を進めるとともに、英文広報誌Ａｓｃｅｎｔや英語版のウェ

ブサイトなどを通じて、鉄道総研の活動や研究開発成果を海外に向けて積極的に発信する。 



２．２ 収益事業 

研究開発の多様化・活性化、実用成果の広範な普及のために、収益事業を実施する。

新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの、継続的な顧客のニーズや前年度からの継

続案件などにより、２０.０億円の収入を目標としつつ、基本計画における２９.１億円の

収入目標に向けて更なる増収に努める。 

収益事業の推進に当たっては、鉄道事業者を対象として対面やウェブ会議などを活用

した個別マーケティングを実施し、ニーズ・市場動向を的確に把握して、デジタル技術を

活用した設備メンテナンスの省力化・リモート化に資する新たなソリューションなどを始

めとする製品・サービスの提供に努める。また、感染症の状況を勘案しつつ、関連する分

野を取りまとめた対面式の技術交流会や、遠隔地からも参加しやすいウェブセミナーなど

のプロモーション活動を推進する。 

 

３．運営 

公益財団法人として法令及び定款を遵守し、鉄道総研の運営を遺漏なく進める。新型

コロナウイルス感染症拡大防止については、感染状況、国・自治体の方針を踏まえつつ、

必要な対策を実施する。 

更なるコンプライアンス意識の向上、厳格な情報管理に向けて、組織をあげて強力に

取り組むとともに、高い倫理意識と社会的良識を持って業務に取り組む。また、法人運営

全般にわたり適正な業務執行を図るため内部監査を実施する。 

人材については、中長期的に重点を置く技術分野や技術継承を見据えた採用を進める

とともに、各種研修や人事交流を通じて育成を行う。 
 

３．１ コンプライアンス 

コンプライアンス意識の更なる向上に向けて、組織をあげて強力に取り組む。コンプ

ライアンスに関する職員の理解を深めるため、階層別研修や室課ミーティングを実施する。

部門長、研究部長等へのヒアリングなどによりコンプライアンス推進の実施状況を把握し、

施策に反映する。 
 

３．２ 情報管理 

研究開発情報などの管理を引き続き厳格に行うとともに、情報通信及び情報の管理・

運用などのセキュリティ対策を強化する。また、今後各種システムのクラウド化を推進す

るため、組織内でのアクセスでも信頼せずにセキュリティを確保するという考え方に基づ

くゼロトラストネットワークを導入し、情報セキュリティの更なる強化を図る。 
 

３．３ 人材 

採用を計画的に行い、中長期的に重点を置く技術分野及び技術断層の防止のための優

秀な人材を確保する。特にデジタル技術を始めとする先端分野の人材の確保に注力するイ



ンターンシップや、大学・研究機関との連携の強化などにより、学生の鉄道総研の活動に

対する理解を深める取組を推進する。 

長年にわたり蓄積してきた技術を継承するとともに、鉄道事業者のニーズに対応し、

独創的な研究開発を行うことができる研究者を育成するため、ＯＪＴや階層別研修などを

行う。階層別研修においては、コンプライアンス、情報管理、国際規格などに関する実践

的な内容を充実する。また、ＪＲ各社を始めとする鉄道事業者などとの人事交流を、若年

職員に加え管理職の職員においても積極的に行う。 

デジタル技術など最先端の技術分野に関する専門の研究機関などへの短期・長期の派

遣や海外を含めた共同研究に伴う人事交流について検討する。 

グローバルな視点を有し、日本の鉄道技術の国際的なプレゼンス向上に寄与できる人

材を育成するための海外の大学や研究機関などとの共同研究については、新型コロナウイ

ルス感染症で中止していた人事交流について厳選して再開するとともに、ウェブ会議を併

用しながら積極的に行う。 

研究者としての自己啓発、専門知識の蓄積を図るとともに鉄道総研のプレゼンスを向

上するため、資格取得（博士、技術士など）、学・協会活動などを奨励する。 
 

３．４ 働きがいを持てる職場創り 

職場の安全衛生、メンタルヘルス、働き方改革、次世代育成支援及びハラスメント防

止への取組を強化する。特に働き方改革においては、柔軟にかつ生き生きと働けるように

テレワーク制度の見直しを行う。また、在宅勤務の継続により希薄となった職員同士の交

流や、若手職員のメンタルヘルスに留意しつつ、様々なコミュニケーションツールやメン

ター制度などを活用して、自由闊達な議論ができる風通しのよい風土の醸成に努める。 
 

３．５ 設備等 

一般設備については、安全や事業継続の観点から重要性・緊急性が高い設備である特

高配電所の老朽部品の取替などを実施するとともに、ＣＯ２排出量削減と再生可能エネル

ギー導入に向けた取組として、東京都の助成金を活用した太陽光発電システムの更なる増

設を行い、計４.５億円を支出する。 

 国立研究所研究棟等の建て替えについては、基本計画中は着手せず、業務におけるＤＸ

推進を含め引き続き進め方を検討し、次期基本計画において内容を改めて精査の上、詳細

を検討していく。 
 

３．６ 要員 

基本計画における要員数は５５０人であるが、２０２３年度の要員数は２０２２年度

に引き続き５３５人とする。 

 

 

 

 



３．７ 収支  

資金収支は、負担金収入が前年度より多い１１５.０億円を見込むが、収入の厳しい状

況は継続している。経費節減に努めるものの物価上昇などを考慮しつつ、必要な試験設備

への設備投資など、事業計画書に則り各事業を推進していくための支出を計画した上で、

収支予算書等を編成し、執行する。 

２０２３年度は資金収支上、収入１４１.５億円、支出１５６.３億円を計画しており、

１４.７億円不足する見込みである。このため、２０２２年度に見込まれる収入と支出の

差額である１１.３億円については、国立研究所研究棟等建替積立資産への繰入れは行わ

ず、公益目的事業の運営を遺漏なく行うために、２０２３年度の収入に繰り入れる。さら

に国立研究所研究棟等建替積立資産からその一部である３.４億円を限度として取り崩す

ことにより補う。 

 



  

 
 

２０２３年度研究開発計画 
 

１．研究開発の方針 

基本計画 ＲＥＳＥＡＲＣＨ 2025 の４年目に当たり、目標の達成に向けて、基本計画に掲

げた研究開発に関する基本方針に則り、安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化、デ

ジタル技術による鉄道システムの革新及び２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け

た鉄道の脱炭素化などに資する研究開発を、新たな研究部、研究室体制の特徴を活かしつ

つ、スピードアップして強力に推進する。 

① 安全性の向上、特に自然災害に対する強靭化 
頻発かつ激甚化する自然災害に対する鉄道の強靭化や、事故、故障の予兆を捉え、未

然に防止する方策など、鉄道の更なる安全・安定輸送に資する研究開発を重点的に実

施する。 

② デジタル技術による鉄道システムの革新 
ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）による業務の無人化、省人化、省力化な

ど鉄道の生産性の抜本的な向上に資する研究開発成果を早期に鉄道事業者へ提供する

ため、２０２２年４月に新設した情報通信技術研究部を核として、分野を横断した連

携を加速して強力に推進する。特にＤＸによる鉄道メンテナンスの革新に向けては、

メンテナンスデータの系統間及び組織間のシェアリングを実現するための枠組み作り

を、鉄道事業者と連携して進める。 

③ ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化 
２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けて、鉄道におけるＣＯ２排出量削減技

術や省エネルギー技術など脱炭素化に資する研究開発、及び鉄道へのモーダルシフト

を促す更なる利便性向上など、社会のニーズに応える新たな課題を設定し、高い目標

を持って研究開発に取り組む。 

④ 総合力を発揮した高い品質の成果の創出 
鉄道の将来に向けた研究開発、鉄道事業に即効性のある実用的な技術開発及び鉄道固

有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる基礎研究を、分野横断的に推進する。

特にＪＲ各社からの指定を受けた実用的な技術開発については、成果の実用化までの

期間短縮に努めるとともに、技術の共通化などによって導入コストの削減を目指すな

ど、各社のニーズに応える成果を早期に提供する。また、先進性・独創性に優れ、実

用化した場合の鉄道事業へのインパクトが大きいチャレンジングテーマや若手テーマ

を積極的に設定する。 

鉄道の将来に向けた研究開発は、６件の大課題において個別に研究開発テーマを実施

するとともに、関連する実用的な技術開発や鉄道の基礎研究で得られた知見も踏まえて、

成果の具体化を進める。また、実用的な技術開発は、鉄道事業者のニーズが高く、実用化

時の波及効果が高い課題に対して、成果を早期に提供する。さらに、鉄道の基礎研究とし

別紙１ 



  

 
 

て、鉄道固有の諸課題解決と革新的な技術の源泉につながる研究開発を積極的に推進する。 
 

２．研究開発テーマ件数及び研究開発費 

研究開発テーマの設定に当たっては、鉄道事業者のニーズを十分に把握し、鉄道総研

の強みである広範な研究領域をカバーするとともに、鉄道の脱炭素化に資する研究開発

テーマやチャレンジングテーマ、若手テーマなどを積極的に設定する。これを踏まえて、

２０２３年度の研究開発テーマ件数は年度初において２４７件を設定する。鉄道の将来に

向けた研究開発として２６件（うち、新規１３件）、実用的な技術開発として９９件（う

ち、新規２８件）、鉄道の基礎研究として１２２件（うち、新規４７件）を設定する。 
研究開発の目標別テーマ件数は、事故・災害防止などの安全性の向上に関連するテー

マが１０３件（４１％）、鉄道事業の効率化に資する低コスト化に関連するテーマが９３

件（３７％）、鉄道の脱炭素化・省エネルギー化や沿線騒音・振動の低減などの環境との

調和に関連するテーマが２９件（１１％）、新幹線の速達化や輸送サービスの向上などの

利便性の向上に関連するテーマが１６件（６％）、バーチャル試験線の適用拡大などのシ

ミュレーションの高度化などに関連するテーマが６件（２％）である。 
研究開発テーマの実施に当たっては、実施内容の重要性・緊急性を精査し、経費節減

に努める。一方で、安全性の向上やＤＸによる業務の生産性の向上、鉄道の脱炭素化に資

する研究開発及びＪＲ各社の指定による技術開発など、鉄道事業者のニーズが高いテーマ、

２０２３年度終了予定のテーマについては、経費を重点的に配分するなど、メリハリをつ

けて取り組む。特に、ＪＲ各社からの指定を受けた実用的な技術開発については、指定元

との連携を密にし、ニーズに応える成果を早期に提供する。 
以上により、研究開発テーマ件数は２０２２年度より減少するものの、研究開発費につ

いては、ＪＲ各社を始めとする鉄道事業者の負託に応えるとともに、諸物価高騰にも対応

するために最大限確保することとし、２０２２年度からの繰越金０.７億円を含め、負担金

充当分は対前年度比４.１億円増の３１.７億円、これに国庫補助金１.３億円（政府予算案）

を加えて、合計で３３.１億円とする。この他、公募型テーマへの助成金による研究開発を

個別に行う。 
２０２３年度の研究開発テーマ件数及び研究開発費は表１のとおり。 

 
表１ ２０２３年度の研究開発テーマ件数及び研究開発費 

テーマ種別 テーマ件数 研究開発費（億円） 

鉄道の将来に向けた研究開発 ２６ １０.１（０.０） 

実用的な技術開発 ９９ １２.７（１.２） 

鉄道の基礎研究 １２２ １０.１（ - ） 

計 ２４７ ３３.１（１.３） 

（注１）（ ）内は国庫補助金（政府予算案）の再掲。 
（注２）端数処理により計が一致しない場合がある。 

 



  

 
 

３．研究開発テーマの概要 

具体的に実施するテーマの例は次のとおり。 
 
（１）鉄道の将来に向けた研究開発 

〔激甚化する気象災害に対する鉄道の強靭化〕 
「強雨・強風時の運転中止判断手法」では、強風時の安全性向上と運転規制によるダ

ウンタイム短縮を両立するために、既開発の面的な最大瞬間風速の評価手法と部外の平均

風速の予測情報を組み合わせて、最大２４時間先までの最大瞬間風速の面的な分布を予測

し、運転中止の事前判断を支援する手法を提案する。 

〔列車運行の自律化〕 
「自律型列車運行向け運行管理アルゴリズム」では、自律型列車運行において列車群

の運行管理を行うシステムを構築するために、列車遅延時間、踏切鳴動時間及び消費電力

量の削減を指標とした既開発の運行管理手法に、遅延回復に要した時間と影響を受けた旅

客人数の削減を新たな指標として追加し、旅客利便性を評価できるように機能向上を図る。

実際の通勤路線のダイヤデータを用いた列車運行・旅客行動シミュレーションを行い、列

車遅延発生時における、提案手法による列車間隔調整や減速運転などの運行管理の旅客利

便性への影響を評価し、提案手法の妥当性と有用性を確認する。 

〔デジタルメンテナンスによる省力化〕 
「デジタルデータプラットフォームの構築と検証」では、メンテナンス業務の省力

化・省人化のために、各系統で管理する設備の位置情報を一元管理する統合分析プラット

フォームの機能に、車上計測データの位置情報を整合させる機能を追加する。また、線路

沿線の画像に複数系統の設備を表示し、分析対象設備を任意に指定して、各メンテナンス

データを連携して分析する、実用性の高いプラットフォームを提案する。 

〔電力ネットワークの電力協調制御による低炭素化〕 
「利便性を考慮した省エネダイヤ作成」では、旅客の利便性を損なわずに、エネル

ギー消費量の少ない列車ダイヤを作成するために、力行電力量を小さくし、かつ、回生と

力行のタイミングを調整して回生電力を有効活用できる列車ダイヤの作成手法を提案する。

また、列車運行電力シミュレータに利便性の評価指標を算出する機能を追加し、省エネ性

と利便性の観点で列車ダイヤを評価する方法を構築する。 

〔沿線環境に適合する新幹線の高速化〕 
「速度向上に対応した実用的な騒音・圧力変動低減技術」では、沿線環境を悪化させず

に新幹線の速度向上を実現するために、風洞実験や数値シミュレーションなどにより、全

体騒音に対する寄与が大きい台車部及び集電系の空力音の対策技術、及び家屋のガタツキ

の原因となる、列車走行時の台車部に起因する圧力変動の対策技術を提案する。 

〔シミュレーション技術の高度化〕 
「数値風洞のリアルスケール化と機能拡張」では、大型低騒音風洞を用いた風洞実験



  

 
 

に数値シミュレーションを併用して実験の高度化・効率化を実現するために、実験データ

に基づいた信頼性確保を基本としつつ実験の制約を超える条件を数値風洞で補完できるよ

う計算機能を拡張する。 

（２）実用的な技術開発 

「バラスト軌道の横方向の強度・安全性評価手法の開発」では、道床横抵抗力の低下

に伴うバラスト軌道の著大通り変位や座屈による輸送障害を減少させるために、軌道上を

走行しながらレールを水平加振し、その動的変位振幅から道床横抵抗力を連続的に検査す

る手法及び装置を、実物大軌道模型実験及び数値解析により開発する。 

「地上側および車両側対策による横風下空気力低減手法」では、強風時の転覆に対す

る車両走行安全性の向上のために、地上対策として防風柵の有無、車両対策として車体断

面形状などをパラメータとした風洞実験を実施して転覆耐力評価に必要な空気力係数を推

定するとともに、既往研究の知見とあわせて、任意の線路構造物形状と任意の車体断面形

状の組合せに対して、最も効果的な強風対策を策定する手法を提案する。 

「早期運転再開判断に向けたＤＡＳによる沿線地震動把握」では、地震発生後の早期

運転再開支援のために、光ファイバーのひずみを利用したセンシング技術（ＤＡＳ）を活

用した超高密度（最小数メートル間隔）な地震観測網を鉄道沿線に構築する手法を提案し、

鉄道沿線の既設光ファイバーケーブルを用いて長期地震観測を実施する。得られた地震動

データを用いて、本システムの強震動に対する測定限界やケーブルの設置状態が計測結果

へ及ぼす影響を評価し、補正方法を開発する。 

「車両床下外観自動検査システム」では、鉄道車両の定期検査を省力化するために、

現在目視で行われている車両床下外観検査を、低速走行する車両に対して地上に設置した

カメラによる撮影画像の処理により自動で行うシステムを開発する。試作した撮影装置を

車両基地内に長期間設置して実運用車両に適用することにより、実環境で生じる天候など

の外乱の影響を把握するとともに、外乱に強い診断アルゴリズムを構築する。 

「ガイド波を用いたレール頭部横裂検査システムの開発」では、レール折損を防止し

て安全性を向上させるために、従来のレール探傷車では検出できず人手で検出していた、

レール頭部から断面方向に伸びるき裂（頭部横裂）を、レール長手方向に伝搬させる超音

波（ガイド波）を用いて検出する手法、及び保守用車に搭載可能な検査システムを構築する。 

「公衆通信回線利用の統合型列車制御システムの開発」では、列車運行の低コスト化

及び設備の省メンテナンス化のために、通信事業者の公衆通信回線を利用した統合型無線

式列車制御システムを開発する。具体的には、無線式列車制御において、鉄道事業者共通

で必要となる在線管理や踏切制御などの機能、及びセキュリティ確保のための車上－地上

装置情報伝送用電文フォーマットなどの詳細設計を行う。 

「バラスト軌道の軌道内蒸気除草手法」では、除草剤が使用できない箇所における軌

道内の除草の安全性向上及びコスト低減を図るために、軌道上を自走しながら雑草を枯死

させる蒸気除草装置を開発する。小型ボイラーと新たに開発する蒸気吹出方法及び蒸気滞



  

 
 

留方法により、従来の装置よりも小型かつ高速化を図り、水の消費量を１時間あたり７２

リットルに抑えながら、軌道上を２ｋｍ／ｈで連続的に処理できる蒸気除草装置を開発する。 

「超電導き電システムの実証技術の構築」では、超電導送電による省設備化、省エネ

化のために、営業線での超電導き電システムの実証試験を進める。実運用に向けて通電電

流や冷却に関する基礎データを蓄積し、鉄道沿線への設置手法を検討するとともに、シス

テムを試験的に導入し、実稼働状態における超電導送電や冷却機器の性能検証を行う。 

（３）鉄道の基礎研究 

「転てつ付属装置の応力解析手法」では、転てつ付属装置の折損による輸送障害の防

止及び保守コストの削減を図るために、過去の障害調査や現地調査により、転てつ付属装

置の折損と設備状態の関係を明らかにし、転てつ付属装置の応力解析モデルを構築すると

ともに、折損リスクが高い要注意箇所抽出と折損時の原因究明が可能なツールを開発する。 

「運転台の衝突安全性評価手法」では、列車衝突時の乗務員と運転台の二次衝突に対

する安全性向上のために、踏切事故シナリオを想定した衝撃試験と数値解析を実施して乗

務員の傷害発生メカニズムを解明し、乗務員が運転台に衝突する際の下肢傷害度の評価手

法を提案するとともに、受傷対策の留意点を提示する。 

「連結器力を考慮した車両入換のためのブレーキ制御シミュレーション手法」では、

車両入換の自動化による省人化のために、複数車両が連結器を通じて受ける前後力を考慮

した上で、車両を所定の位置に自動的に停止させるためのブレーキ制御手法の性能を評価

できるシミュレーション環境を構築する。 

「ＦＥＭ－骨組ハイブリッド解析による中層梁が損傷したＲＣ高架橋の挙動評価手法

の構築」では、地震によって損傷を受けたＲＣラーメン高架橋の早期復旧に寄与するため

に、従来のＲＣラーメン高架橋全体系の骨組解析に、中層梁のせん断破壊による機能低下

や補修後の状態を評価できるＦＥＭ解析を組み合わせたハイブリッド解析手法を構築する。

損傷や補修の程度が様々な部材で構成されるＲＣラーメン高架橋において、各部材の地震

時挙動を適切に評価し、地震後に補修すべき部材の優先度を判断する方法を提供する。 

「汎用機器での保安処理の安全性・セキュリティ確保手法」では、汎用機器を活用し、

低コストで安全・高セキュリティの保安システムを実現するために、秘密情報の漏洩を目

的とするサイバー攻撃に対しても、安全にシステムの機能を維持できる手法を提案する。

具体的には、暗号化されたデータを復号せずに処理する秘密計算技術を応用した保安処理

手法を提案するとともに、手法の有効性や対策可能なリスクの範囲や限界を把握する。 

「状態監視データを活用した信号設備の故障要因探索手法」では、信号設備における

突発的な故障発生時のダウンタイムの短縮を図るために、故障原因と状態監視データに表

れる変化との関係を明らかにし、事故発生時の状態監視データから故障原因を直ちに探索

する手法を提案する。具体的には、故障発生時の輸送障害への影響が大きい軌道回路と電

気転てつ機を対象に、現状の状態監視データの分析や故障模擬試験を行い、故障原因や故

障箇所を特定できる手法を確立する。 



  

 
 

「車上からの３次元線路空間データの構築手法」では、現在、現地で保守係員が実施

している線路沿線設備の位置や形状、見通しなどの検査の省力化・省人化を図るために、

営業列車に搭載可能な可搬式の動画撮影装置を開発するとともに、撮影した動画データか

ら曲線区間においても線路長手方向に歪みのない高密度な３次元の点群データを作成する

アルゴリズムを構築する。 

「電気式気動車用ＰＷＭコンバータレス発電システム」では、電気式気動車のエネル

ギー効率を低コストに改善するために、高価なＰＷＭコンバータが不要で、かつ高効率な

永久磁石同期機による発電システムについて、ミニモデルとシミュレーションによる検証

を行って基本的な動作を確認するとともに、実車を想定した設計検討を行う。 

「鉄道用材料の循環利用技術」では、循環型社会及び２０５０年カーボンニュートラ

ルの実現に向けて、鉄道で使用される各種材料の循環利用などによる脱炭素化を推進する

ために、鉄道用材料の脱炭素効果を可視化するＬＣＡ手法を開発する。また、製造時の 

ＣＯ２排出量が少ないジオポリマーの活用、あるいは廃潤滑油の循環利用などの要素技術

を対象に、ＬＣＡ手法によりその脱炭素効果を定量的に評価し、循環利用を推進する材料

や工法を提案する。 

「新幹線パンタグラフの舟体形状が揚力特性に及ぼす影響評価」では、適切な揚力を

維持して安定した集電性能を有する新幹線パンタグラフを効率的に設計するために、風洞

試験とシミュレーションを相互補完的に活用して、舟体の断面形状と流れ場・揚力との関

係を系統立てて網羅的に把握し、効果的な舟体形状の効率的な設計に資する基礎的な知見

を得る。 

（４）デジタル技術を活用するテーマ 

デジタル技術を活用して鉄道システムの革新を目指すテーマとして、「車両床下外観自動

検査システム」「ガイド波を用いたレール頭部横裂検査システムの開発」「公衆通信回線利

用の統合型列車制御システムの開発」「車上からの３次元線路空間データの構築手法」

「データ同化を用いた地震時における構造物被害の即時予測の精度向上」など５５件を実

施する。 

（５）鉄道の脱炭素化に資するテーマ 

２０５０年カーボンニュートラルの実現に向けた鉄道の脱炭素化に資するテーマとし

て、「電気式気動車用ＰＷＭコンバータレス発電システム」「電力ネットワーク制御システ

ムの構築」「鉄道用材料の循環利用技術」「利便性を考慮した省エネダイヤ作成」「長距離

超電導き電システム」など１９件を実施する。 

（６）独創的なテーマの推進 

目標が特に高く成果の波及効果の大きいチャレンジングテーマに積極的に取り組む。

具体的には、「レール底部からの損傷を防止するための非破壊検査手法」「衛星データを活

用した斜面安定度モニタリング手法」「汎用機器での保安処理の安全性・セキュリティ確

保手法」「前方監視におけるＡＩの判断ミスのトレース手法」「付随車用電力回生電磁ディ



  

 
 

スクブレーキの基礎設計法」「海底観測網の新たなセンシング技術の早期地震警報への活

用手法」の６件を実施する。 
若手研究者が自ら発案し、将来の発展が期待できる独創的な若手テーマとして、「車輪

／レール接触位置の連続測定手法」「速度発電機信号によるレール状態監視手法」「ＦＥＭ

－骨組ハイブリッド解析による中層梁が損傷したＲＣ高架橋の挙動評価手法の構築」「確

率論的地盤強度評価による盛土の施工管理法」「降雨時の浸透・侵食に伴う盛土の安定性

評価手法」「観測記録を用いた地震動の確率特性に基づく設計地震動算定手法」の６件を

実施する。 

（７）研究開発成果の国際規格への反映 

 研究開発で得られた成果・知見を国際規格開発に反映し、日本の鉄道技術の維持・活性

化とその海外展開に資することができるテーマとして「燃料電池鉄道システムの低炭素化」

「テルミット溶接部に発生した凝固割れの検知手法と補強方法の開発」など、２０件の

テーマを推進する。 
 



２０２３年度鉄道技術推進センター事業計画 
 

将来ビジョン懇談会の提言及び鉄軌道事業者などのニーズを踏まえ、以下のセンター事

業を推進する。２０２３年度においても、地域鉄道への技術支援を重点施策に位置付け、

国及び関係機関との連携を強化し、推進する。地域鉄道への技術支援や技術基準類の整備

などにおいて特に取り組むべき事業内容が増加していることに対応する。一方で、新型コ

ロナウイルス感染症対策と社会経済活動の両立が進められたことで鉄道の輸送需要に回復

が見られる状況となっているものの、鉄軌道事業者は依然として厳しい経営状況にある。

これらの状況を踏まえ、事業内容を厳選して各事業を実施することとし、あわせて    

２０２３年度は通常の会費及び負担金充当額の１割減額とする措置を実施する。 
 
１．技術支援事業 

鉄軌道事業者などが直面する技術的課題の解決や技術継承に貢献するため、会員に対し

て技術支援事業を進めていく。特に、厳しい経営環境にある地域鉄道では、施設・設備の

経年劣化、技術職員の不足などの課題が顕在化しており、加えて、近年の激甚化する自然

災害は、毎年、複数の地域鉄道事業者に甚大な被害を及ぼしている。このような状況も踏

まえ、国や鉄道関係の技術協会などと連携して次のとおり技術支援事業を進める。 

（１）鉄道施設の安全性の診断、防災対策や災害の復旧などに係る現地調査 

鉄軌道事業者などからの技術的な相談については、的確に状況を把握し丁寧に助言する

ために、新型コロナウイルス感染症の影響を見定めながら、電子メールなどによるアドバ

イスよりも対面での現地調査の機会を増やしていく。なお、この場合であっても、これま

で以上にウェブ会議を活用するなどして意思疎通の図りやすい環境づくりに留意する。 

（２）レールアドバイザーによる訪問アドバイス 

新型コロナウイルス感染症の影響を見定めながら、鉄軌道事業者ОＢなどが就任してい

るレールアドバイザーによる訪問アドバイスの機会を増やすように努める。 

（３）地方鉄道協会の会議などでの活動のＰＲ、意見交換、講演 

これまでに相談経験のない鉄軌道事業者についても、技術的相談を寄せていただくよう

に地方鉄道協会の会議などに出席して、センターの技術支援について積極的にＰＲなどを

行う。 

（４）技術系協会などとの支援推進会議の開催 

鉄軌道事業者に的確な助言を行うことができるよう、鉄道関係の技術協会などとの情報

交換を行う。 

（５）鉄道技術推進センター講演会の開催 
基礎・抗土圧構造物を効率的かつ効果的に維持管理することを目的に「基礎・抗土圧構

造物の維持管理の手引き講習会」をオンデマンド配信により開催する。 
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２．安全管理事業 

（１）維持管理データベース 

大手民鉄や公営事業者などからトンネルや橋りょうの定期検査データなどを収集し、経

年による構造物の変状の推移などに関する分析を行い、事業者における補修計画の策定な

ど維持管理業務を支援する。 

（２）鉄道安全データベース 

会員における事故の防止や安全性向上への取組を支援するため、引き続き国から最新の

事故及び安全情報を収集し、安全データベースとして集約・整理する。 
 
３．技術基準事業 

国の技術基準に基づき、設計標準、維持管理標準などについて、継続テーマ２件及び早

期の着手が求められている土構造物設計標準の改訂原案の作成などの新規テーマ２件を実

施する。また、実務において必要となる手引きや設計計算書などの支援ツールについて、

実施内容を精査し厳選しつつ、土構造物の設計ツールの開発などを開始する。 
（継続）・基礎構造物設計標準（改訂） 

・トンネルの維持管理に関する調査研究 
（新規）・土構造物設計標準（改訂） 

・耐震標準のための合理的な耐震技術に関する調査 
 
４．調査研究事業 

会員に共通する技術的な課題について、継続テーマ５件、新規テーマとして閑散線区に

適した軌道保守方式に関する調査研究などの３件を実施する。 
（継続）・直流インバータ車による保護動作に関する調査研究 

 ・分岐器および転てつ装置の保守管理手法に関する調査研究 
 ・新保守システムに関する調査研究（電気・その２） 
・河川改修事業に伴う鉄道橋りょうの対応事例に関する調査研究 
・事故、ヒヤリハット情報等の収集・活用のためのデジタル技術の導入に関する

調査研究 
 （新規）・閑散線区に適した軌道保守方式に関する調査研究 

 ・噴泥区間および継目部における沈下対策に関する調査研究 
・土砂災害等の発生傾向と管理手法に関する調査研究 

 
５．資格認定事業 

鉄道技術者の技術レベルの維持・向上に寄与するため、鉄道設計技士試験を実施する。

同試験については、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を講じた上で、１０月に東京

及び大阪において実施する。 
 



６．情報提供事業 

「ＲＲＲ」の配布及び「鉄道総研報告」「推進センター報」の電子版による提供を会員に

行うとともに、会員用ウェブサイト、メールマガジンなどを活用し、情報提供を図る。ま

た、鉄軌道事業者の要望が多い、国土交通省から発出された鉄道に関する通達などを体系

的に取りまとめた、鉄道通達集の改訂を実施する。 
 
７．その他の事業 

（１）受託調査事業 

鉄軌道事業者の依頼に基づき、「車両の検査周期延伸に関する検討委員会」についての受

託調査３件を実施する。 

（２）政策提言事業 

調査研究事業などを通じて得られた成果を踏まえ、適宜対応する。 
 
８．会費等の減額 

地域鉄道への技術支援や技術基準類の整備などにおいて、特に取り組むべき事業内容が

増加していることに対応する必要がある。一方で、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、鉄軌道事業者は依然として厳しい経営状況にある。これらの状況を踏まえ、会費及び

負担金充当額については、「鉄道技術推進センター運営細則」の改正により、２０２３年度

に限り１割減額する。 
 
 



２０２３年度鉄道国際規格センター事業計画 
 

日本の鉄道技術の維持・活性化とその海外展開に向けて、国際標準化活動を担う中核的

な機関としての役割を果たし戦略的な活動を展開する。 
鉄道総研の基本計画に基づき、鉄道技術標準化調査検討会が策定した「我が国鉄道技術

の標準化に関する今後の取組」や国際標準化戦略・計画会議での会員との意見交換の内容

を踏まえて、鉄道国際規格センターが策定した中期活動計画に沿って、活動を推進する。

また、研究部などとの連携の強化や迅速かつ的確なセンター運営を進め、規格審議や人材

育成などをさらに推進する。 
ＩＳＯ（国際標準化機構）及びＩＥＣ（国際電気標準会議）では、ウェブ会議での参加

を引き続き活用する一方で、対面会議での参加を有効に活用して事業活動を進める。 
 

１．「攻め」と「守り」の両面からの国際規格審議の促進 

（１）日本からの国際規格の提案の推進 

会員からの要望や日本の鉄道技術などの体系化に基づく知見に加えて、鉄道総研の研究

開発から創出される新規技術の国際展開を図るため、ＩＳＯやＩＥＣの専門委員会などに

対する国際規格の新規提案に向けた取組を推進する。具体的には、「電力ＳＣＡＤＡ」の案

件を推進する。また、研究開発成果の国際規格化を進めるため、研究部などとの間で研究

開発成果の国際規格化に関する意見交換を進め、規格提案に向けた具体的なサポートを行う。 

（２）ＩＳＯ及びＩＥＣでの規格開発の促進 

日本から提案した規格や日本が主導する規格の審議を促進するとともに、他国提案の規

格に対し日本の設計思想や技術を盛り込む活動を強化し継続的に行う。ＩＳＯでは、日本

が提案・主導する「車両用空調システム」「自然災害時の鉄道オペレーション」「運転時分

計算」や他国提案の「車両衝突耐性」「車両火災防護」「ホームドア」などの案件、ＩＥＣ

では、日本が提案・主導する「き電シミュレータ」「車両と列車検知システムの両立性」や

他国提案の「鉄道車両用燃料電池」「ＲＡＭＳ」「サイバーセキュリティ」「中立セクション」

などの案件について審議の促進や日本の意見の反映を図る。 
国際規格審議に係る活動への理解を促進するため、日本の提案、主導による国際規格の

発行についてプレスリリースなどを継続して実施する。 

（３）ＩＳＯ及びＩＥＣにおける日本のプレゼンス向上に向けた運営への貢献 

ＩＳＯ／ＴＣ２６９（鉄道分野専門委員会）の議長国及びＩＳＯ／ＴＣ２６９／ＳＣ３

（オペレーションとサービス分科委員会）の幹事国として、それぞれの組織での円滑な運

営に努め、活動の活性化に寄与する。具体的には、ＩＳＯ／ＴＣ２６９及び関連ＳＣの総

会を６月に東京で開催する。 
ＩＳＯ／ＴＣ２６９で計画されている欧州規格からＩＳＯへの統合戦略の改訂につい

ては日本が不利とならないよう対応していく。 
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２．鉄道関連団体が進める標準化活動への関与 

ＵＩＣ（国際鉄道連合）において作成が進められているＩＲＳ（International Railway 

Solutions）は、日本の鉄道技術の国際展開に影響を与えることから、ＵＩＣ標準化部門の

開催する会議への出席なども含めた対応を行う。また、個別のＩＲＳの原案に対し日本の

技術を盛り込むために必要なコメントの提出を継続するとともに、国際規格との整合性維

持などの観点から重要と考えられる案件に関しては、積極的に審議へ参画する。さらに、

ＵＩＣの標準化戦略の策定やＩＲＳ化のガイドライン改訂についても、国際的な公平性や

透明性の確保という観点を持って、引き続き関与していく。 

 

３．国内の課題解決に向けた取組 

鉄道分野の国際標準化に関し、国と関係機関などが一体となって解決に向けて活動すべき

課題について、国や関係する機関、団体と協力して取り組む。 

（１）日本の鉄道に関する国内の技術・ノウハウの明文化と体系化 

「我が国鉄道技術の標準化に関する今後の取組」を踏まえ、日本の鉄道システムの海外

へのビジネス展開に際して日本の鉄道技術を説明できるようにするため、国内の鉄道技術

の明文化と体系化に取り組む。 
明文化については、信号・車両・軌道分野を対象として、鉄道システムの構成要素毎に

国際規格を整理した一覧表に、過去の国際規格審議の結果を紐づけ、これをもとに各国際

規格に対する今後の対応方針を検討する「技術体系・規格一覧分析表」を作成し、新規規

格化項目案や改訂項目案の抽出などを行う。また、安全性・信頼性に関して海外展開に際

して説明責任を果たせるよう、ＲＡＭＳ規格をベースとした上で、さらに日本の良さ、強

みを取り込んだガイドライン作成の検討に向けた取組に関与する。 
国や国内規格作成団体などと連携して国の基準（省令、解釈基準、通達など）と鉄道関

係のＪＩＳ（ＪＲＩＳ、ＪＥＲＳなどの団体規格を含む）、海外規格などを関連付けて整理

した体系表について、引き続き利便性の向上に向けた検討を行う。 
鉄道技術標準化調査検討会などでの取組への理解を促進するため、鉄道関係者に国内外

の標準化活動などの現状の紹介を継続的に行っていく。 

（２）国内認証体制の在り方の検討 

製品、試験方法及びマネジメントシステム規格の適合性評価に関する検討を行う。特に国

内認証体制については、国、国内規格作成団体、鉄道事業者、鉄道関連企業などと共に、鉄

道技術標準化調査検討会の下で公平性、透明性に加えて事業性、人材などの課題の解決手段

と体制の在り方に関する検討に参画する。このうち、「ＲＱＭＳ規格」の適合性評価への対

応については、日本のリーダーシップの下に進めた国際作業グループの審議結果も活用する。 

（３）解説書等の作成 

海外へのビジネス展開を円滑に行えるようにするため、国際審議で得られたナレッジなど

を活用し、難解な国際規格の理解の促進に向けた有益な情報の提供について検討する。 



（４）国内規格作成団体との連携 

国内外の規格の調和を目的として、国内規格作成団体との連絡会を定期的に開催し、国

際規格や国内規格の開発状況やニーズに関する情報を共有する。 
 

４．海外への情報発信及び海外との連携強化 

海外展開を支援する国際標準化活動の拠点として、リーダーシップを発揮し戦略的かつ

計画的な活動を行うため、海外への情報発信や海外との連携強化を行う。具体的には、国

内関係者と連携し、欧州関係者との意見交換を行うとともに、アジア諸国には、日本の規

格開発活動及び日本の鉄道技術の理解を図る取組を進めていく。 
 

５．鉄道分野の国際標準化活動に携わる人材の育成 

（１）鉄道分野の国際標準化に多くの人材が携わるための取組 

鉄道分野の標準化活動の裾野を広げるとともに、国際標準化に携わる国内関係者の専門

知識を深度化させるため、必要に応じた内容の見直しなどを行いつつ、会員を対象とした

国際規格に関するセミナーを継続的に開催する。 

（２）鉄道分野の国際標準化をリードできる人材の育成 

鉄道総研内における国際標準化活動などを広く推進するため、鉄道総研の職員を対象と

した国際規格に関する研修を継続して実施する。 
国際規格審議活動に携わる人材の力量を向上させ、将来的に我が国の国際エキスパート

などとして活躍できるようにするため、国際規格に関わる職員を対象とした実際の国際規

格審議などへの参画を活用したＯＪＴを実施し、国際規格開発に必要な手順などの理解を

向上する取組を継続する。また、過去の審議や取組などで得たナレッジなどを活用したグ

ループワークを継続して実施し、国内外での規格審議活動などにおける実践力を向上させる。 
 会員を対象として上記のグループワークを用いた新規プログラムを開始し、これを継続

して開催するための取組を行う。 
 

６．情報の収集と提供 

規格審議や海外との情報交換などを通じて得られた国際規格の審議状況や欧州規格の

発行状況などの情報を、会員連絡会、部門別会員連絡会、ウェブサイト及び「センター会

員だより」などを活用して、会員に継続的に提供する。 
鉄道国際規格センターが所有する過去の国際審議などに係る資料の整理を継続し、そのナ

レッジやノウハウなどについて会員を対象とした共有化を進める。あわせて、鉄道分野にお

けるこれら資料などの共有方法などについても検討を行い、人材育成にも活用する。 
 
 



７．鉄道技術の国際標準化に関する各種支援等 

鉄道分野の国際標準化活動に携わる関係者の意欲向上に資することを目的とした表彰

活動に対して継続的に支援する。 
安全基準などを協議する日ＥＵ技術専門家会合、海外展開プロジェクトなどについて、

規格面から協力する。 
 

８．収支予算と会費等 

航空運賃が高騰する状況下で、出席者に対して日本の考え方を的確に伝えるために対面

で開催される国際会議への参加を２０２２年度の実績に比べて４倍程度にすること、及び

実際の国際規格審議などへの参画を活用したＯＪＴを実施することを踏まえて、２０２３

年度の収支予算の策定を行う。また、この策定において、２０２２年度からの繰越しと  

２０２３年度の執行見込みを踏まえ、会費及び事業費などに充当する負担金を、２０２０

年度予算の比率により案分することとする。これに応じ、会費については、「２０２３年度

における鉄道国際規格センター会費の変更に関する規程」を新たに制定し、２０２３年度

に限り通常会費一口９６千円から一口６８千円に減額する措置を実施する。 
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